
 吉野議員の「全国的に広がっている補聴器の購入助成について」のご質問からお答えしま

す。  

道内における軽度 及び 中度の難聴高齢者に対する補聴器の購入助成につきましては、

令和６年１月時点で２２市町村が実施しております。 

加齢に伴う難聴は、高齢者の健康課題の一つと認識しておりますが、補聴器の使用と生活

の質の改善との関連性につきましては、現在、国で調査研究が進められている段階でありま

す。 

従いまして、現時点で本市独自の助成を行う予定はありませんが、今後の国の動向を注視

して参ります。 

次に、「介護保険制度の改定について」でありますが、第９期伊達市高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画の策定に当たっては、地域の実情に応じた計画とするため、在宅介護実態

調査や介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等の各種調査を実施するとともに、計画において

は、高齢者人口や 要介護 認定者数の推移及び介護サービス量の見込み等について記載す

るほか、高齢者施策や地域支援事業について定めております。  

また、国の事務連絡で示された考慮事由につきましては、令和５年 12 月に示された国の

指針に基づき、高所得者区分の細分化を行い、保険料段階を現行の９段階から 13 段階に多

段階化し、所得再配分機能を強化するとともに、低所得者の保険料軽減を図り、介護保険制

度の持続可能性を高めることとしております。 

次に「防災対策について」でありますが、 食料品については、「2000 年有珠山噴火」の

避難者率から、１日３食 1,700 人分 を目標に、消費期限を考慮した「ローリングストック」

による効率的な備蓄を実施しております。   

また、段ボールベッドなどの大型備蓄品につきましては、備蓄スペースが不足しているこ

とから、有事の際には、災害協定に基づく物資の追加配送や、近隣自治体等からの広域的な

支援により対応して参ります。  

災害対応部署及び防災会議への女性職員配置につきましては、現在、危機管理課に 女性

職員を配置しておりませんが、避難所運営に「女性視点」を取り入れる 取組を進めており、

女性職員の配置につきましても、今後検討して参ります。 


